
１．はじめに
近年、令和2年7月豪雨や、令和元年東日本台風

等、毎年のように全国で甚大な被害が発生していま
す。万が一、首都圏を流れる荒川や江戸川等の堤防
が決壊した場合、いわゆるゼロメートル地帯を中心
に、広域で長期間にわたる壊滅的な被害が想定され
ています。

これまでも堤防や洪水調節施設等のハード対策
に加えて、避難対策等のソフト対策を着実に進めて
きましたが、一方で、気候変動による大規模洪水の
危険性や切迫性が高まっています。

このことから、首都「東京」において大規模洪水
等による壊滅的な被害の発生を回避できるよう、国
と東京都がハード・ソフト両面から連携し、防災ま
ちづくりを強力に推進していくため、令和2年12
月「災害に強い首都「東京」形成ビジョン」（以下、「ビ
ジョン」という）を作成し、高台まちづくりの取組
を推進しているところです。本稿では、ビジョンに
おける水害対策としての高台まちづくりの内容に
ついて、ご紹介します。

２． 災害に強い首都「東京」の形成にむけた基本的
な考え方

近年の大規模災害の危険性、切迫性の高まりや、
首都「東京」ならではの想定被害の甚大さを踏まえ
ると、点や線での対策だけでなく、面的な対策とし
ての「防災まちづくり」の一層の推進を図ることが
必要です。

また、災害リスクの高まりだけでなく、人口減少・
超高齢化など、様々な課題に直面しており、これら
にも対応したまちづくりが求められています。

一方で、東京の市街地は高密度に形成されてお
り、面的に対策を進めるにあたっては、関係する住
民や地権者、民間企業等が極めて多い状況です。

このため、住民等に対し、災害リスク等の周知を
様々な機会を活用して丁寧に進めるとともに、非日
常的な「防災」だけでなく、日常としての「生活環
境」、「自然環境」などの多様な観点も含めたまちづ
くりに関する情報提供等の啓発活動を行い、まちづ
くりの機運を高めることが必要です。

また、まちづくり協議会等への積極的な参画・支

援等を通じ、地元住民との協働により、各種の事業
や規制・誘導策の展開を図ることにより、安全で安
心、かつ魅力的なまちづくりを推進することが必要
です。

２．１　ビジョンにおける高台まちづくりの考え方
堤防等の治水施設の整備は途上であるにもかか

わらず、気候変動による降雨量や洪水流量の増大、
洪水の発生頻度の増加、平均海面水位の上昇等が明
らかとなり、より水害リスクが増加しています。こ
のため、治水施設の整備を加速化させ、治水安全度
の向上、大規模氾濫の発生リスクの低減を図り、少
しでも安全な市街地にします。

一方で、治水施設の能力には限界があり、施設で
は防ぎきれない洪水はいずれ発生します。万が一、
多くの人が暮らすゼロメートル地帯等で堤防が決
壊した場合には広範囲で浸水が発生し、2週間以上
浸水が継続することが想定されています。

このため、川沿いでは、まちづくりに関する計画
等を踏まえ、越水しても堤防が決壊せず浸水時の緊
急的な避難高台にもなる高規格堤防をまちづくり
等と連携し整備するとともに、公園等を高台化する
など様々な手法を用いて、高台まちづくりを進めま
す。

また、浸水が想定される区域内においても安全が
確保でき、最低限の避難生活水準が確保できる避難
スペースの整備・確保を進めます。更に、孤立せず
浸水エリアから避難できることや、浸水発生時で
あっても、社会経済活動が長期に完全停止すること
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図 -1　荒川浸水想定区域図（浸水継続時間）

５． 更なる避難対応の促進「高台まちづくり」への
期待

大都市において想定されるような大規模水害は、
仮に発災したとすれば、その浸水影響範囲、浸水継
続時間、浸水影響人口・資産、いずれも、これまで
経験した水害とは桁違いの様相となる。

だからこそ、そのような状況を引き起こしてはな
らず、治水対策をさらに進めていく必要がある。

しかし、その治水対策にも時間と費用等の制限、
限界がある。防備が完全とは言いがたい現状におい
ては、仮に万が一、大規模水害が起こったとしても、

「なんとしても人命を守る。」そのような取組を優先
して推し進める必要があり、そのためには避難対策
は急務である。

多くの機関と大規模水害時の広域避難について
検討を進めてきたところではあるが、課題はまだま
だ山積みであり、実際に今、水害が起こったとすれ
ば、浸水影響を受ける全ての方々に円滑に避難して
いただける状況が確保できているとは言いがたい。

避難を円滑に実行してもらうためには確実な手
段、体制を確立するとともに、現状で避難の隘路と
なる点を改善する必要がある。その一助として期待
されるのが「高台まちづくり」と考えられる。

水害・土砂災害における避難は言うまでも無く
「災害影響を受けない場所への立退き避難が原則」
となるわけだが、東京東部低地帯は、近傍にその避
難に適した場所が少ない。

国土交通省、東京都が中心となった「災害に強い
首都「東京」の形成に向けた連絡会議」において令
和2年12月にとりまとめた「災害に強い首都「東京」
形成ビジョン」（以下、「ビジョン」という）では命の
安全・最低限の避難生活水準を確保し、さらには浸
水区域外への避難を可能とする「高台まちづくり」
を推進することとしており、「高台まちづくり」や
排水対策により、広域避難（垂直避難の活用を含む）
の実効性を向上させることを基本的考え方として
盛り込んでいる。

ビジョンを受けて、「高台まちづくり」を推進す

るため、具体的な推進方策について検討を行う「高
台まちづくり推進方策検討ワーキンググループ」

（以下、「WG」という）が組織され、検討が行われて
いる。

WGでは道路高架部等への緊急避難の検討も行わ
れており、大規模水害時において、人命を最優先と
する警戒レベル5「緊急安全確保」での緊急避難先
等を拡充し、一つの選択肢として、高速道路をはじ
めとする道路高架部等の活用について報告されて
いる。

報告後、東京都・江東5区等において、検討・調
整が進められ、大規模水害時に高速道路の高架部を
避難先の最後の砦として一時的に利用できるよう
になった。

６．おわりに
「高台まちづくり」のような取組が各地で展開さ

れ、水害を意識したまちづくりが根付いていくこと
で、住民の方々は水害を常に意識するようになる。

意識が変わる事により、仮に大規模水害が発生し
たとしても住民の方々は自発的に避難されるなど、
避難が円滑に進むことになり、地域の水害に対する
安全度は飛躍的に向上、命を守る事に繋がっていく
ものと期待される。

広域避難も「高台まちづくり」も課題は多いが、
大規模水害はいつ起こるかわからない状況にあり
早期の実現が望まれる。　

広域避難を実行する手段や体制づくりと併せて
「高台まちづくり」などのまちづくりと一体となっ
た避難先の確保、避難対策の推進、命を守るために
必要な、これらの取組に総力を挙げて取り組んでい
く必要がある。

図　もしも荒川が氾濫したら ･･････
（北千住付近の浸水イメージ）

※出典：国土交通省荒川デジタルツインより作成
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【水位情報を発信】
水位情報や河川カメラを一体的に閲覧できる「川

の防災情報」サイトを公開

【洪水ハザードマップの公表】
地方公共団体等において洪水時に住民の円滑な

避難の確保を図るための情報を記載したハザード
マップを作成・周知

【防災訓練】
地域住民都連携し、防災訓練等を実施

【「洪水緊急避難建物」の指定】
浸水しないフロアがある施設を「洪水緊急避難建

物」として指定

４． モデル地区の設定等による高台まちづくりの検
討、推進

高台まちづくりを加速化するため、東京都江戸川
区などでモデル地区を設定し、東京都や区などの
関係機関と、具体的にまちづくりを検討する場を設
け、課題の共有や連携を図っています。

【板橋区】
○ 舟渡地区・新河岸地区「水防災　ひと・まちづく

り」検討
•  コミュニティタイムラインと連動した避難方
策の検討

•  まちづくりの可能性を踏まえた避難場所確保
策に関する検討

•  高台まちづくりを盛り込んだ官民連携の都市
計画

【足立区】
○災害に強い拠点づくり構想

•  公共施設等を活用した災害に強い拠点づくり
構想の検討

•  防災計画（コミュニティタイムライン策定、高
台等を活用した避難場所・防災拠点の配置計
画等）の検討

荒川・新田地区 都立中川公園

図 -3　 地区計画に定めた水害時に機能する高台広
場のイメージ

なく、一定程度継続できる建物群を整備すること
で、線的・面的につながった建物群を創出します。

３．水害に対するこれまでの具体的な取り組み
３．１　ハード対策

ハード対策として、堤防整備、河床掘削等を行う
とともに荒川放水路、中川放水路（新中川等）の開
削や、洪水の一部を貯留する八ッ場ダム（利根川水
系）、荒川第一調節地といった洪水調節施設等の整
備を実施しています。

また、ゼロメートル地帯においては、江東南部河
川の平常時の水位を低下させる排水機場の整備を
実施するとともに、高規格堤防（国）、スーパー堤防

（都）を整備しています。まちづくり事業等と一体
で実施することにより、良好な都市空間を形成する
とともに、高台公園等を整備しています。

３．２　ソフト対策
ソフト対策として、国土交通大臣又は東京都知事

において、河川が氾濫した場合に浸水が想定される
区域を洪水浸水想定区域として指定し、指定の区域
及び浸水した場合に想定される水深、浸水継続時間
を洪水浸水想定区域図として公表しています。

また、洪水時の河川の水位情報やライブ映像等を
一般的に発信している「川の防災情報」や「川の水
位情報」等のサイトを公開するなど、住民の避難行
動に資する取組を推進しています。

地方公共団体等においては、洪水浸水想定区域図
をもとに、洪水時の住民の円滑な避難の確保を図る
ための情報を記載したハザードマップを作成し、周
知するとともに、防災訓練等を実施するなど、地元
住民の意識啓発に努めています。

図 -2　高台まちづくりのイメージ（災害に強い首都「東京」形成ビジョン R2.12 より）

洪水調節施設の整備

江東南部河川の水位を低
下させる排水機場整備

高規格堤防 ( 国 )、スー
パー堤防 ( 都 ) の整備

高規格堤防の整備
（高台公園の整備）

RIVER FRONT Vol.97

9

2023070443-RIVER FRONT Vol97.indd   92023070443-RIVER FRONT Vol97.indd   9 2023/08/29   9:20:352023/08/29   9:20:35



【水位情報を発信】
水位情報や河川カメラを一体的に閲覧できる「川

の防災情報」サイトを公開

【洪水ハザードマップの公表】
地方公共団体等において洪水時に住民の円滑な

避難の確保を図るための情報を記載したハザード
マップを作成・周知

【防災訓練】
地域住民都連携し、防災訓練等を実施

【「洪水緊急避難建物」の指定】
浸水しないフロアがある施設を「洪水緊急避難建

物」として指定

４． モデル地区の設定等による高台まちづくりの検
討、推進

高台まちづくりを加速化するため、東京都江戸川
区などでモデル地区を設定し、東京都や区などの
関係機関と、具体的にまちづくりを検討する場を設
け、課題の共有や連携を図っています。

【板橋区】
○ 舟渡地区・新河岸地区「水防災　ひと・まちづく

り」検討
•  コミュニティタイムラインと連動した避難方
策の検討

•  まちづくりの可能性を踏まえた避難場所確保
策に関する検討

•  高台まちづくりを盛り込んだ官民連携の都市
計画

【足立区】
○災害に強い拠点づくり構想

•  公共施設等を活用した災害に強い拠点づくり
構想の検討

•  防災計画（コミュニティタイムライン策定、高
台等を活用した避難場所・防災拠点の配置計
画等）の検討

荒川・新田地区 都立中川公園

図 -3　 地区計画に定めた水害時に機能する高台広
場のイメージ

なく、一定程度継続できる建物群を整備すること
で、線的・面的につながった建物群を創出します。

３．水害に対するこれまでの具体的な取り組み
３．１　ハード対策

ハード対策として、堤防整備、河床掘削等を行う
とともに荒川放水路、中川放水路（新中川等）の開
削や、洪水の一部を貯留する八ッ場ダム（利根川水
系）、荒川第一調節地といった洪水調節施設等の整
備を実施しています。

また、ゼロメートル地帯においては、江東南部河
川の平常時の水位を低下させる排水機場の整備を
実施するとともに、高規格堤防（国）、スーパー堤防

（都）を整備しています。まちづくり事業等と一体
で実施することにより、良好な都市空間を形成する
とともに、高台公園等を整備しています。

３．２　ソフト対策
ソフト対策として、国土交通大臣又は東京都知事

において、河川が氾濫した場合に浸水が想定される
区域を洪水浸水想定区域として指定し、指定の区域
及び浸水した場合に想定される水深、浸水継続時間
を洪水浸水想定区域図として公表しています。

また、洪水時の河川の水位情報やライブ映像等を
一般的に発信している「川の防災情報」や「川の水
位情報」等のサイトを公開するなど、住民の避難行
動に資する取組を推進しています。

地方公共団体等においては、洪水浸水想定区域図
をもとに、洪水時の住民の円滑な避難の確保を図る
ための情報を記載したハザードマップを作成し、周
知するとともに、防災訓練等を実施するなど、地元
住民の意識啓発に努めています。

図 -2　高台まちづくりのイメージ（災害に強い首都「東京」形成ビジョン R2.12 より）

洪水調節施設の整備

江東南部河川の水位を低
下させる排水機場整備

高規格堤防 ( 国 )、スー
パー堤防 ( 都 ) の整備

高規格堤防の整備
（高台公園の整備）

RIVER FRONT Vol.97

10

2023070443-RIVER FRONT Vol97.indd   102023070443-RIVER FRONT Vol97.indd   10 2023/08/29   9:20:372023/08/29   9:20:37



１．はじめに
　令和元年東日本台風や令和2年7月豪雨など、近年、
深刻な水害が頻発しています。昨年度も、8月の大雨や
台風14号、15号の襲来等により全国的に被害が発生し
ており、今後も、気候変動による降雨量の増大や水害の
激甚化・頻発化が予測されているところです。
　今後、気候変動に伴う更なる水災害リスクの増大に
備えて効率的・効果的に安全度の向上を図るための流
域治水の取組の一環として、国土交通省都市局では、防
災・減災を意識した都市のコンパクト化や、災害リス
クの高いエリアからの移転促進等の事前防災まちづく
りを推進しているところであり、本稿では、流域治水を
踏まえた安全なまちづくりのため、都市局として推進
している取組について御紹介します。

２． 水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイド
ライン

　国土交通省において、都市局、水管理・国土保全局、
住宅局の3局が協働して「水災害対策とまちづくりの連
携のあり方」検討会（座長:中井検裕東京工業大学環境・
社会理工学院教授）を令和2年1月に立ち上げ、防災ま
ちづくりに取り組む地方公共団体への支援を目的とし
た「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイド
ライン」（以下、「ガイドライン」という。）を作成し、令
和3年5月に公表しました。
　ガイドラインにおいては、図－1のとおり、水災害に
関するハザード情報の充実やハザード情報を活用した
水災害リスクの評価の考え方、評価を踏まえた防災ま
ちづくりの方向性の検討、水災害リスクの軽減・回避
対策の検討について、具体的な取組に関する考え方の
ほか、これらの検討は地方公共団体のまちづくり部局

で完結しないことから、関係者間の連携を図ることに
ついての考え方も示しています。
　ガイドラインの活用にあたっては、まちづくりの現
場に最も近い市町村を主体としつつも、河川、下水道、
海岸、砂防施設等の管理や、または広域的な見地からま
ちづくりに関与している国及び都道府県も重要な協力
者として考えており、地域における防災まちづくりの
検討において必要となる関係者間で広く活用されるこ
とを意図した総合的な内容としています。

３．立地適正化計画の強化（防災指針の創設等）
　立地適正化計画は、少子高齢化や人口減少等が進行
する中で、一定の人口密度を維持し、医療・福祉・商業・
公共交通等の都市機能を持続的に確保する観点から、
コンパクトなまちづくりを推進するための計画制度で
す。
　本計画制度における基本的な計画事項として、医療
施設や福祉施設など都市機能を誘導する都市機能誘導
区域と、居住を誘導する居住誘導区域の設定がありま
す。
　防災の観点から、これらの区域はできる限り災害ハ
ザードエリア等の災害のおそれがある地域が含まれな
いようにし、相対的に安全な地域に居住等を誘導して
いくことが望まれます。
　このため、やむを得ず居住誘導区域等に災害ハザー
ドエリア等を含む場合には、居住エリアの安全性向上
のために必要となる防災・減災対策を講じるための計
画事項として、令和2年の都市再生特別措置法の改正に
より、居住誘導区域にあっては住宅の、都市機能誘導区
域にあっては誘導施設の立地及び立地の誘導を図るた
めの都市の防災に関する機能の確保に関する指針とし

流域治水を踏まえたまちづくりの推進
国土交通省都市局市街地整備課長　　筒井　祐治

図－ 1　ガイドラインの全体像

【江戸川区】
○ 篠崎地区周辺の高台まちづくりの検討

•  高規格堤防、都市計画道路及び都県橋、土地区
画整理などの課題に一体的に取り組む高台ま
ちづくり

○ 船堀地区の新庁舎建設に合わせた高台まちづく
り検討
•  避難スペースを確保した建築物の整備・確保

図 -4　東京都江戸川区における高台まちづくりの検討例

５．おわりに
国土交通省等では、気候変動の影響による水害の

激甚化・頻発化に対応するため、河川整備等の加速
化に加え、内水対策や流出抑制対策の強化など、あ
らゆる関係者による流域治水の更なる推進を進め
ているところです。また、東京都では気候変動など
5つの危機と複合災害に対して、都民の生命を最大
限守り、都市の被害を最小限に抑え、都市の機能を
早期に回復することを目指し、「TOKYO強靱化プ
ロジェクト」を令和4年12月に策定し、このなかで

も、万が一の災害に襲われても、避難する場所や経
路が確保される、高台まちづくりの加速化を進める
とされています。

このように、大規模氾濫が発生しても、命の安全・
最低限の避難生活水準が確保され、さらには社会経
済活動が一定程度継続することに寄与する、高台ま
ちづくりは不可欠です。

引き続き、関係機関と連携し、高台まちづくりの
推進に取り組んでまいります。
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